
令和5年死亡災害発生状況（確定版）

※労働局にて把握した死亡災害の速報によるため、労働者死傷病報告にて作成している労働災害発生状況と件数は一致しない。
※記載された情報は今後の調査により修正される場合があります。

建築物、構築物 機械器具設置工事業
はさまれ・
巻き込まれ

移動式クレーン
鉄骨・鉄筋コンクリート
造家屋建築工事業崩壊・倒壊

1月上旬

1月下旬

30歳台

50歳台

労働者数
（規模別） 発生状況番号 所轄署 事故の型 起因物 業種別 発生時期 年齢

1～9 

1～9 

1 沖 縄

2 沖 縄

令和5年業種別署別労働災害発生状況（確定版）

沖縄労働局

令和5年(12月末累計) 確定版 令和4年(12月末累計) 確定版 局計対令和4年比較

1.　労働者死傷病報告により作成したもの。  4. 交通運輸事業は、鉄道・軌道・水運・航空業、道路旅客運送業を示す。
2.　被災者数の枠の左側（  ）は死亡者数で内数。  5. 陸上貨物運送事業は、道路貨物運送業、その他の運輸交通業及び港湾荷役業を除く貨物取扱業を示す。
3.　｢▽｣は減少を示す。  6. その他の業種は、金融広告業、映画・演劇業、通信業、教育研究、清掃・と畜（ﾋ ﾙ゙ﾒﾝ除く）、官公署、その他の事業を示す。

（注）

年・署別・局計等
業　　種

年・署別・局計等
業　　種 増減数（人）増減率（％）那覇 沖縄 名護 宮古 八重山 局計 那覇 沖縄 名護 宮古 八重山 局計
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沖縄労働局（新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く）

機械式駐車場の設置工事において昇降モーターの駆動チェーン
の調整作業を行っていたところ、駆動チェーンが歯車から外れパ
レットが落下し、歩廊にまたがって別作業をおこなっていた被災
者が挟まれたもの。

移動式クレーン（トラック積載型クレーン）を使用してつり上げ作
業を行っていたところ、移動式クレーンの旋回体の根元部分が破
断したことによりジブが倒壊し、被災者を直撃したもの。

解体用機械激突され 2月中旬 20歳台
解体用ニブラを装着した車両系建設機械で、スリングを通し
た足場板をニブラに引っかけて品り上げ、積載型トラッククレ
ーンに荷卸しをしようとしていたところ、車両系建設機械が転
倒し、機械とトラックとの間に被災者がはさまれたもの。

鉄骨・鉄筋コンクリート
造家屋建築工事業

フォークリフト
はさまれ・
巻き込まれ 6月下旬 60歳台以上

フォークリフトを使用してトレーラーからコンテナの荷卸し作業を
行っていたところ、フォークリフトの後方にいた労働者が、後進し
たフォークリフトに巻き込まれて被災したもの。

一般港湾運送業

その他の用具崩壊・倒壊 6月下旬 40歳台
被災者が鉄製アングルに立てかけられた石板（重量約300kg/
枚）を重機により持ち上げるため、吊り上げ用クランプを固定す
る作業の際、鉄製アングルが破損し、石板約35枚が放災者の上
に倒れ、はさまれたもの。

その他の
土石製品製造業

建築物、構築物崩壊・倒壊 10月中旬 50歳台
U型擁壁工事現場において土止め支保工を撤去するため、支
保工を構成するH鋼の切断作業を行っていたところ。H鋼が
ブラケットから落下し、被災者がはさまれたもの。

その他の土木工事業
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（注）１ 死亡者数は死亡災害報告による。
２ 平成 年以前について、商業及び接客娯楽業は他業種に含まれる。
３ 平成 年以前について、保健衛生業は他業種に含まれる。

主唱　厚生労働省 、中央労働災害防止協会
協賛　建設業労働災害防止協会、
　　　陸上貨物運送事業労働災害防止協会
　　　港湾貨物運送事業労働災害防止協会、
　　　林業・木材製造業労働災害防止協会

全国安全週間全国安全週間
第97回

危険に気付くあなたの目
　そして摘み取る危険の芽
　　みんなで築く職場の安全 

準備期間：令和６年６月１日(土)～30日(日)

令和６年７月１日(月)～７日(日)期間

スローガン

今年で97回目を迎える全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、

「人命尊重」という基本理念の下、労働災害を防止するために産業界での自主的な

活動の推進と、職場での安全に対する意識を高め、安全を維持する活動の定着を

目的として実施されてきました。

これまで、事業場では、労使が協調して労働災害防止対策が展開されてきま

した。この努力により労働災害は長期的には減少しておりますが、令和５年の労働

災害については、死亡災害は前年を下回る見込みであるものの、休業４日以上の

死傷災害は前年を上回る見込みであり、増加傾向に歯止めがかからない状況と

なっています。

特に、転倒や腰痛といった労働者の作業行動に起因する死傷災害が増加し続けて

おり、死亡災害については墜落・転落などによる災害が依然として後を絶たない状況

にあります。

また、労働災害を少しでも減らし、労働者一人一人が安全に働くことができる職場

環境を築くためには、令和５年３月に策定された第14次労働災害防止計画に基づく

施策を着実に推進することが必要であり、計画年次２年目となる令和６年度において

も、労使一丸となった取組が求められます。

そのため、令和６年度は、「危険に気付くあなたの目　そして摘み取る

危険の芽　みんなで築く職場の安全」のスローガンの下、全国安全週間を

実施することとしました。

※裏面の「令和6年度全国安全週間実施要綱について」もご覧ください。

元 元

製造業 建設業 商業 接客娯楽業 保健衛生業 他業種

・死亡災害は、前年と比較して４名増となった。

・令和４年は建設業の死亡災害が０件であったが、令和５年は４件となった。

死亡災害

元 元

製造業 建設業 商業 接客娯楽業 保健衛生業 他業種

（注）１ 休業 日以上の死傷者数は労働者死傷病報告による。
２ 平成 年以前について、商業及び接客娯楽業は他業種に含まれる。
３ 平成 年以前について、保健衛生業は他業種に含まれる。

・休業４日以上の労働災害は、昭和 年以降で過去最多となった。

休業４日以上の死傷災害

別 添
１ 沖縄県内の労働災害発生状況

１ 沖縄県内の労働災害発生状況

（死亡災害発生状況の推移）

（休業４日以上の災害発生状況の推移）
・詳細については、沖縄労働局の
  ホームページをご参照ください。
  なお、担当部署は、沖縄労働局
  労働基準部健康安全課
  （電話番号 098-868-4402）です。

転倒

動作の反動・無理な動作

墜落・転落

切れ・こすれ

はさまれ・巻き込まれ

上記以外

※死傷者数は労働者死傷病報告による

１ 沖縄県内の労働災害発生状況
（休業４日以上の災害発生状況の推移）

転倒

動作の反動・無理な動作

墜落・転落

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

歳以上 歳以上 歳以上（％） 歳以上（％）

１ 沖縄県内の労働災害発生状況
（県内における高年齢労働者等の労働災害
 発生状況の推移：休業４日以上・全産業）

※折線グラフは死傷者（休業 日以上）全年齢（全体）に占める年齢層別
死傷者の割合を示す。
※死傷者数：労働者死傷病報告による

昭和 48 年 10 月 6 日 第三種郵便物承認（毎月 1 回 1 日発行）（10） 2024 年 7 月 1 日 発行


